
行政区分
州境
首都

NCR マニラ首都圏

CAR-コルディリェラ地方
1 アブラ
2 アパヤオ
3 ベンゲット
4 イフガオ
5 カリンガ
6 マウンテン・プロビンス

Ⅰ－イロコス地方
7 北イロコス
8 南イロコス
9 ラ・ウニオン
10 パンガシナン

Ⅱ－カガヤン・バレー地方
11 バタネス
12 カガヤン
13 イサベラ
14 ヌエバ・ビスカヤ
15 キリノ

Ⅲ－中部ルソン地方
16 バタアン
17 ブラカン
18 ヌエバ・エシハ
19 パンパンガ
20 タルラック
21 サンバレス

Ⅳ－南部タガログ地方
22 アウロラ
23 バタンガス
24 カビテ
25 ラグナ
26 マリンドゥケ
27 西ミンドロ
28 東ミンドロ
29 パラワン
30 ケソン
31 リサール
32 ロンブロン

Ⅴ－ビコール地方
33 アルバイ
34 北カマリネス
35 南カマリネス
36 カタンドゥアネス
37 マスバテ
38 ソルソゴン

Ⅵ－西部ビサヤ地方
39 アクラン
40 アンティケ
41 カピス
42 ギマラス
43 イロイロ
44 西ネグロス

Ⅶ－中部ビサヤ地方
45 ボホール
46 セブ
47 東ネグロス
48 シキホール

ⅩⅢ－東部ビサヤ地方
49 ビリラン
50 レイテ
51 南レイテ
52 東サマール
53 北サマール
54 サマール

Ⅸ－サンボアンガ半島
55 サンボアンガ・シブガイ
56 北サンボアンガ
57 南サンボアンガ

Ⅹ－北部ミンダナオ地方
58 ブキドノン
59 カミギン
60 西ミサミス
61 東ミサミス

ⅩⅠ－南部ミンダナオ地方
62 北ダバオ
63 南ダバオ
64 東ダバオ
65 コンポステラ・バレー
66 南コタバト
67 サランガニ

ⅩⅡ－中部ミンダナオ島
68 北ラナオ
69 北コタバト
70 スルタン・クダラット

ⅩⅢ－カラガ地方
71 北アグサン
72 南アグサン
73 北スリガオ
74 南スリガオ

ARMMムスリム・ミンダナオ自治区
75 スルー
76 タウイタウイ
77 南ラナオ
78 マギンダナオ
79 バシラン
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フィリピン
フィリピン共和国

面 積 万

人 口 万人（ 年センサス）

首 都 マニラ首都圏

言 語 フィリピーノ語（通称タガログ語）

ほかに公用語として英語

宗 教 ローマ・カトリック教，ほかにフィリピン独

立教会，イスラーム教，プロテスタント

政 体 共和制

元 首 グロリア・マカパガル・アロヨ大統領

通 貨 ペソ（ 米ドル ペソ， 年平均）

会計年度 暦年に同じ



アロヨ大統領，政権安定化に向け苦闘

川 中 豪

概 況

年 月に浮上したジョセフ・エストラーダ大統領の違法賭博関与を巡る疑

惑は，広範な大統領辞任要求運動を巻き起こし，フィリピン史上初の大統領弾劾

裁判開催，そして大規模な市民集会によって政権を崩壊させるにまで至った（こ

の過程については 動向年報 年版 を参照）。 年は，そのような通常の政権

交代とは異なる過程のなかで大統領に就任したグロリア・マカパガル・アロヨの

政権運営最初の年となった。

アロヨ政権は，突然の政権交代に伴う政治的混乱の幕引きや，エストラーダ政

権が残した負の遺産の清算，特にエストラーダ政権期に再びクローズアップされ

たクローニズムや汚職の撲滅など政治モラルの回復，また，一向に状況が改善さ

れない貧困問題への対応，さらには国内外の諸要因によって停滞した経済の浮揚

への努力など山積する課題に対し，時間的猶予を与えられることなく政権発足の

その時から対応せざるを得なかった。こうした課題に加えて，南部フィリピンの

イスラーム反政府勢力，特にアブサヤフによる人質誘拐事件，MNLF ミスアリ

派の和平からの離脱など，治安問題にも悩まされることにもなった。その意味で

政権にとって厳しい 年であったことは間違いない。

経済は， ％というほぼ目標どおりのGDP 成長率を達成することができたも

のの，前年を下回る結果となってしまった。世界的な不況の影響を強く受け，と

りわけ輸出の主力であった半導体・電子部品の輸出の落ち込みが目につく。また，

エストラーダ政権時から懸案の財政赤字問題は， 年の赤字が目標額に近い形

に収まったとはいえ，前年を上回る 億 となり，未解決のまま残されている。

対外関係では，イスラーム教徒が多数派を占める東南アジアの隣国からミンダ

ナオの社会経済開発に関する協力を得ることを外交上の一つの柱とした。これは，

南部フィリピンにおけるイスラーム反政府勢力の活動がこの地域の貧困問題と密

接に関わっているという判断によるものである。またもう一方の柱として，アジ

概 況

年のフィリピン年のフィリピン



ア地域に大きな影響

力をもつ日本，中国，

アメリカとの経済，

安全保障にわたる支

援，協力関係強化を

置いた。とりわけ貿

易や投資の拡大，援

助の継続などを積極

的に要請した。一方，

年の国際関係上

最大の事件であった

月 日のアメリカ

同時多発テロとその

後のアメリカの反テ

年のフィリピン

ロ行動に関して，アロヨ政権はアメリカ政府への全面的な支持を表明し，自国内

のイスラーム過激派グループに対する掃討作戦を国際的な反テロ行動の一貫に組

み込む姿勢を示している。

アロヨ政権の成立とその推移

弾劾裁判が証拠開示を巡って紛糾したことで，エストラーダ大統領の辞任を要

求する大規模な集会がエドサ通りで始まり，国軍幹部のエストラーダ大統領支持

撤回，それに続く閣僚の大量辞任によって最終的にエストラーダ政権は 月 日

に崩壊した。アロヨ副大統領は，最高裁が大統領職の空席状態を認定したとし，

副大統領の大統領昇格の憲法規定に沿って，エドサ通りにて就任宣誓を行った。

就任の儀式を済ませたアロヨ大統領は，早速，閣僚をはじめ，主要なポストの

入れ替えを行った。大統領の任命権限の強いフィリピンにおいては政権が変わる

ごとに政府主要ポストが大きく入れ替えられる傾向があるが，今回もその例外で

はない。エストラーダ派と目された人々のパージと，エストラーダ大統領辞任要

求運動で功績のあった人々への職の割当という，論功行賞の色彩を大きく持った

人事が行われた。

国 内 政 治



アロヨ大統領，政権安定化に向け苦闘

アロヨ政権の

食糧問題 農業漁業近代化法（共和国法第 号）の実施
コメ輸入の規制自由化
万 ha の農地の分配
米の低価格での供給

雇用問題 農業，漁業部門における 万人の雇用創出
アロヨ大統領自身が農業省に事務所を構え雇用創出事業の監視
を行う
海外契約労働者の退職後の生活のための基金設立
マイクロファイナンス事業の強化
労使間の対立の緩和
緊急雇用プログラムによるマニラ首都圏の青少年に対する職の
確保（ 万人）
高度成長産業の促進
地方における中小企業の促進
中小企業向け融資への政府保証プログラムの再開
東ASEAN成長地域構想の活性化によるミンダナオ開発

住宅問題 第 の住宅ローン市場の形成
住宅に関する諸許可手続きの簡素化
万 人の都市貧困世帯に対し土地所有権の供与
労働者や貧困者層に対する住宅獲得支援事業（ローンなど）・目
標 万世帯
万 の住居の労働者・貧困者層への提供

教育・その他の
社会政策

基礎教育における数学と科学の教育の強化
すべてのバランガイに学校施設
公立小学校・高校の生徒 人当たりへの教科書提供増加
教員の増員と給与引き上げのための 億ペソの補正予算
交通渋滞の緩和
貧困層が必要とする薬の価格を半額に引き下げ
万人の都市貧困者を対象とする国民健康保険プログラム
地方における中小企業の促進

インフラ整備 マリツボッグ・マリダガオ灌漑事業の完了
BOT 法を活用し民間部門による高速低価格通信ネットワークの
実現
BOT 法を活用し民間部門による観光地への道路整備

（出所）フィリピン政府公式ホームページ（http www gov ph sona default asp）から筆者作



年のフィリピン

政策リスト

BOT 法を活用し民間部門によるマニラ首都圏における大量輸送
システムの整備
BOT 法を活用し民間部門による輸送システムの整備によりスー
ビック クラークおよびカラバルソン地区への居住地域の拡散
電力部門法の実施による電力料金の引き下げ
％のバランガイに電力の供給
航空産業の自由化の継続
高架鉄道などの料金据え置き

治安問題 国家警察のプロフェッショナリズムの確立
誘拐シンジケートの大規模な取締
政治的，経済的，心理的，および警備の諸手段を講じての秩序
維持
安全保障上の問題への対処のため国軍の近代化
アブサヤフの解体
モロ・イスラム解放戦線および民族民主戦線との和平交渉継続
ミンダナオの少数派エスニシティ集団に対する理解の促進
OPECからの 億ペソのミンダナオ開発資金の運用
ミンダナオの避難民の帰還と農業活動再開

経済問題 情報通信産業の促進
フィリピンを 年間でソフトウェア開発，データマネージメン
トの世界的拠点とする
資本市場拡大のための政策立案
不良債権処理機構の設置
財政赤字のコントロール
投資促進のため投資促進策の簡素化

ガバナンス 行政機関における汚職取締
政府高官の汚職の取締
内国歳入局と関税局の汚職取締
電子手続きによる調達プログラムの設立
密輸の取締
政府との取引手続きの簡素化
地方政府の運営の簡素化
ココナッツ農民に利益となるようココナッツ賦課金問題の解決
エストラーダ前大統領に関する公正で迅速な裁判

成。



アロヨ大統領，政権安定化に向け苦闘

政府へ参加した人々の具体的な構成は， 月の政変の特徴を如実に反映したも

のだった。政変はアロヨの大統領就任を目標としてアロヨ支持グループが引き起

こしたという性格のものではなかった。アロヨの大統領昇格はあくまでエスト

ラーダ大統領の辞任をさまざまなグループが要求していた過程で結果として発生

したものであり，アロヨ大統領は副大統領という制度的立場に基づいて大統領就

任という利益を享受したにすぎなかったのである。その意味でアロヨ大統領はそ

れまで反エストラーダ勢力の指導者たちの 人にすぎず，そうした状況を反映し

て，政権は，アロヨ大統領が強いリーダーシップを発揮して政権を作りあげたと

いうよりは，政変に関与した諸勢力の代表によって作り出されたものという性格

が強い。 年の大統領選挙でエストラーダと競い合ったレナト・デビリャ（の

ちに健康上の理由で官房長官辞任）やラウル・ロコといった政治家，市民団体代表

であるビクトリア・ガルチトレナ，コラソン・ソリマンなどの閣僚就任はその典

型的な例であろう。さらにフィデル・ラモス元大統領は，エドサ通りに登場し，

エストラーダ大統領辞任要求集会の中心的存在になったばかりではなく，出身母

体である軍への影響力や，かつてラモス政権時に閣僚をつとめていた政治家たち

への働きかけなどから，政変の最も重要な立役者と目されており，閣僚の選定や

政策運営などにおいて大きな影響力を有していると見られている。

そうした性格を持ってスタートしたアロヨ政権は，エストラーダ前政権が残し

た様々な問題の中にいきなり放りだされたといってよい。汚職，クローニズムな

どによってダメージを受けたフィリピン政府に対する信頼の回復，エストラーダ

前大統領を依然として強く支持する貧困層の不満解消，停滞した経済の回復に向

けた足がかりの構築，悪化している国内治安問題への効果的な対処などが，緊急

の課題としてアロヨ政権にのしかかっていった。

アロヨ大統領は，まず，就任演説でエストラーダ政権が抱えていた問題との訣

別，すなわち汚職撲滅や政治家のモラル・倫理の回復を掲げた。さらに，後述す

る 月のエストラーダ支持派による 大衆行動 の洗礼を受けたのち， 月に議

会で行った施政方針演説では貧困問題への対処を政権が担うべき中心的な課題と

位置づけた。なお，この施政方針演説において示されたアロヨ大統領の政策の柱

は，具体的には 食糧問題， 雇用問題， 住宅問題， 教育その他社会政策問

題， インフラ整備問題， 治安問題， 経済問題，そして ガバナンスの問題，

の八つの分野からなっている（表）。

こうした政策によって生み出された効果を，アロヨ大統領は具体的な数字とし



て示し（例えば 年で農業部門だけでも 万 人の雇用創出を達成したなど），政

権のパフォーマンスの良さを強調している。しかし，必ずしもまだアロヨ政権に

対する評価は安定したものとはなっていない。経済界などからはなかなか上向き

にならないフィリピン経済について不満が表明され，アロヨ大統領が 年の再

選を目指してポピュリスト的なばらまきに走っているといった批判も出ている。

また，通信関連法に関し大統領が拒否権を発動した件で，大統領の夫であるホ

セ・ミゲール・アロヨ弁護士が拒否権行使によって影響をうけた企業から便宜を

はかるように求められ賄賂を受け取った，との疑惑が 月に持ち上がった。その

真偽にかかわらず，そうした疑惑が持ち上がったこと自体がアロヨ政権の汚職撲

滅のイメージにダメージを与えていることは否めない。加えて，アロヨ政権に不

満を持つ軍内部のグループによるクーデタの噂が絶えず，政治不安の材料ともな

っている。ただ，就任から 年という限られた期間で顕著な業績を求めるのは酷

であるとの見方が多く，今後の成果の推移をまだ見守るべきとの立場が概ね大勢

を占めている（図 ）。

年のフィリピン
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図 グロリア・マカパガル・アロヨ大統領に対する支持率の推移
（ 年）

（出所） Social Weather Stations.



月の エドサ 事件

アロヨ大統領は 月の施政方針演説で貧困問題対策を大きく打ち出し，また，

その後も機会を見つけては貧困層居住区を訪れるなど，貧困層への関心を盛んに

アピールしようとしている。こうした行動は エストラーダ前大統領の模倣 で

あると揶揄されることもあるほどだが，政権がそうした姿勢を取るようになった

きっかけは， 月に起きたエストラーダ前大統領逮捕に対する貧困層を中心とし

た抗議行動であった。

アロヨ政権にとってエストラーダ前大統領の逮捕は避けることのできない課題

だった。それはエストラーダ前政権がダメージを与えた政治の公正さとモラルの

回復に向けての象徴的行動であり，法の下では前大統領といえども例外にはなら

ず平等に取り扱われるべきことをアピールするため不可欠な行動だった。また

腐敗した政権を倒して成立した というアロヨ政権の正統性を裏づけるため，

前大統領の責任を明確化する必要もあった。

エストラーダ前大統領はマラカニアン宮殿を去り，マニラ首都圏のサン・ファ

ン町の自宅に戻った後も，自らは依然として大統領の職にあり，政治の混乱を回

避するために一時的に休職しているだけで，アロヨ大統領はあくまで代行に過ぎ

ないと主張し続けた。これは，大統領は在任中刑事責任を追及されないという憲

法解釈上の免責特権を楯に，汚職疑惑などに関して訴追を免れるための主張だっ

たとみてよい。しかし，エストラーダ前大統領の主張は 月に最高裁によって却

下されたため， 月には公務員の犯罪について訴追する権限を持つオンブズマン

が汚職，偽証などに関してエストラーダ前大統領を起訴した。通常の汚職罪と偽

証罪については保釈金を支払うことで拘留を免れることができるため保釈が成立

したが，巨額横領罪については保釈が認められないため，エストラーダ前大統領

は 月 日に逮捕され，拘留されることになった。エストラーダ前大統領の逮捕

が近づくにつれて自宅付近には支持派のグループが集まるようになっていたが，

逮捕によってエストラーダ前大統領が国家警察本部のあるクラメ基地に連行され

ると， 月の政変の際エストラーダ大統領辞任要求集会が開かれたエドサ通りの

聖堂を，今度はエストラーダ支持派の集団が占拠し，エストラーダ前大統領逮捕

に抗議する集会が開かれるという事態に発展していった。ファン・ポンセ・エン

リレ上院議員やミリアム・ディフェンサー・サンチャゴ上院議員などエストラー

ダ派と見られる政治家たちもこの集会に姿を見せ， 月の政変の呼称である エ

ドサ に対抗して エドサ と自らの行動を称するようになった。その参加
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者のほとんどが貧困層に属する人々だったと見られている。

エストラーダ前大統領の身柄はラグナ州にある専用の拘置所に移されたが，エ

ドサ通りに集結した集団は， 月 日にアロヨ大統領のいるマラカニアン宮殿に

向かって行進し始めた。行進は暴力的な性格を帯び，途中警官隊との衝突で死者

が出るなどの事態が発生するなかで，アロヨ大統領は 反乱状態 を宣言するに

至った。この宣言のもと，マラカニアン宮殿襲撃を試みる行進参加者を逮捕し，

また，こうした行動を扇動したとして，グレゴリオ・ホナサン上院議員，パンフ

ィロ・ラクソン前国家警察長官らを逮捕するよう命じた。

その後事態は数日で沈静化に向かい，大統領は反乱状態の宣言を 月 日に解

除したが，アロヨ政権は，この事件を通じて貧困層の不満が政治不安の大きな要

因となることをあらためて認識したといえよう。

中間選挙

エストラーダ前大統領逮捕に抗議する エドサ 事件直後の 月 日に上院

議席の半数，下院全議席，そしてバランガイを除くすべての地方政府選挙職を対

象とした中間選挙が実施された。焦点は，ラカス NUCDを中心としたアロヨ

政権を支える与党連合 ピープルパワー連合 と， フィリピン民主の闘い

（LDP）や民族主義国民連合（NPC）などを中心とするエストラーダ支持派の連合

大衆の力 のいずれが議会，特に上院を制するかということにあった。

上院選挙の結果は，与党連合が改選 議席（副大統領に転じたテオフィスト・ギ

ンゴナの議席を含む）のうち 議席を獲得し，非改選議席で与党側と見られていた

議員 人と合わせ 議席中 議席を与党系議員で固め，かろうじて過半数を獲得

できた（ 参考資料 参照）。しかしその後，各上院議員の行動は必ずしも与党，野

党の色分けでは説明できなくなっており，アロヨ政権が安定多数を制していると

は言い難い。また上院議員には，ルイサ・エヘルシト・エストラーダ前大統領夫

人や 月の騒乱事件で逮捕命令が出ていたラクソン前国家警察長官，ホナサン上

院議員（逮捕命令は後に撤回）などが当選し，いまだエストラーダ支持勢力が根強

く残っていることを印象づけている。上院議長のポストについては与党連合内で

フランクリン・ドリロン議員とレナト・カエタノ議員の 議員が意欲を見せたが，

最終的に 年に行われる次の選挙までの期間をそれぞれ半分づつ務めることで

決着がつき，まずドリロン議員が上院議長を務めていたピメンテル議員に代わっ

て議長に就任した。
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一方，下院選挙では与党ラカスが着実に票を伸ばし，与党連合が過半数を獲得

した。下院議長にはラモス政権下で同ポストを務め， 年大統領選挙でエスト

ラーダ前大統領に敗れたホセ・デベネシア議員が就任した。デベネシア議員はラ

モス政権下で下院を政権の意向どおりに運営した手腕の持ち主であり，アロヨ政

権にとっては議会運営の中心的な役割を果たす人物と目されている。

アロヨ政権の議会運営を 年末の時点で振り返ってみると，上院ではラクソ

ン議員の麻薬密売や誘拐関与に関する疑惑の調査や，アロヨ大統領の夫に関する

前述の疑惑調査など政治的駆け引きに時間を取られたとの印象はあるものの，優

先法案の制定という点ではまずまずの実績を残していると評価してよいだろう。

特に国際的に批判を受けていたマネーロンダリングに対する無規制状態に関し，

マネーロンダリング取締法を制定し，さらに，懸案であった電力民営化法の制定

にも成功している。また予算の策定についても， 年予算については，エスト

ラーダ政権下では弾劾裁判によって議会の審議が停止し， 月の政変以降は 月

の中間選挙を控えていたため最終的に成立させることができなかったが， 年

予算については 月の予算案提出以降，大きな問題もなく審議が進み，制定に至

っている。

反政府勢力との和平とイスラーム勢力の動き

エストラーダ政権下で再び活発になっていたイスラーム反政府勢力の動向は，

年のフィリピン政治に大きな影響を与えた。また，依然として力を保持して

いる共産主義勢力についても，和平交渉が座礁し，政権にとって懸念材料となっ

ている。

アロヨ政権は政権発足とともに直ちに二つの反政府勢力，すなわち共産主義勢

力（フィリピン共産党 民族民主戦線 新人民軍）およびモロ・イスラーム解放戦線

（MILF）との和平交渉に着手した。和平交渉への取り組みは，かつてラモス政権

が行ったのと同様に反政府勢力との和平実現によって政治的安定を回復し，経済

成長の基盤を整えるという大きなシナリオを念頭に置いたものである。共産主義

勢力とは，交渉窓口となっている民族民主戦線の代表とノルウェーのオスロで

月から交渉を開始した。また，MILF とは，まずリビヤのトリポリで予備交渉を

行ったあと， 月にマレーシアのクアラルンプールにおいて休戦協定を結び，和

平交渉進展への土台作りを進めた。しかしながら，いずれの交渉ともその後必ず

しも順調に進んではいない。共産主義勢力とは和平交渉が開始された後も地方に
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おける国軍と新人民軍の衝突は解消されず，さらに，マルコス政権下で軍人とし

て共産主義運動弾圧の先頭に立っていたロドルフォ・アギナルド元カガヤン州知

事が 月に新人民軍によって暗殺される事件が発生したことで，交渉そのものが

停止する事態に陥ってしまった。また，MILF との交渉についても，休戦協定締

結後，和平の枠組みをめぐって大きな進展が見られず，ミンダナオ地域において

は国軍とMILF の敵対的な関係が継続していると見られている。

イスラーム勢力との関係では，こうした状況に加え，さらに治安上大きな問題

を引き起こす事件が続いている。そのひとつは，イスラーム反政府組織アブサヤ

フによる人質誘拐事件の再発であり，もうひとつは，ヌル・ミスアリ自治地域知

事の反乱である。

年にマレーシアのリゾート地から外国人観光客を誘拐した事件で，すでに

国際的にその存在を広く知られるようになったアブサヤフは， 年にもフィリ

ピン国内のパラワン島にあるリゾート地からアメリカ人 人を含む 人余りを人

質として誘拐した。その後，アブサヤフはバシラン島で活動を続けおり，国軍の

救出作戦などで多くの人質が解放されたものの，アメリカ人の人質の 人は殺害

され，残るアメリカ人 人とフィリピン人 人は依然として拘束されたままとな

っている。フィリピン国軍の掃討作戦は継続しているが，アブサヤフの壊滅には

至らず，その後も南部フィリピンにおける脅威となっている。こうした状況のな

かで，後に触れるように，アロヨ政権は，従来，一般的な犯罪集団として位置づ

けていたアブサヤフを， 月 日のアメリカ同時多発テロ事件以降，テロ組織と

見なすようになり，国際的な反テロ運動の対象のひとつとしてアメリカと協力し

て掃討作戦を進行させようとしている。

一方， 年の和平合意によって反政府武装闘争を放棄したもう一つのイス

ラーム政治組織，モロ民族解放戦線（MNLF）は 年に組織にとって大きな曲が

り角を迎えた。和平合意後，MNLF の議長ヌル・ミスアリは，当時のラモス政

権による後押しのもとムスリム・ミンダナオ自治地域の知事に選出されたが，

年後半になって一転して政府と対決する姿勢を取るに至った。 年の和平

合意に基づいて，議会ではムスリム・ミンダナオ自治地域を拡大するための法律

が制定され，憲法の手続きに沿って 月にその是非を問う住民投票が行われた。

この住民投票の結果，これまで自治地域を構成していたスルー，タウィタウィ，

南ラナオ，マギンダナオの 州に加え，バシラン州とマラウィ市が参加すること

になった。しかし，ミスアリ知事はこうした自治地域拡大法の実施に関して，法
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律の制定そのものが自分たちの意見を採り入れない中央政府による一方的な行為

だとして反対し，それゆえ，自治地域拡大を前提に実施される自治地域選挙も無

効であると主張した。背景には，知事就任後，行政官としてそれほど目立った業

績をあげられなかったミスアリが，選挙に敗れるとの危機感を強めていたという

事情がある。この自治地域拡大に先立って，MNLF 内では，自治地域知事とし

て実績の挙げられないミスアリを解放戦線議長から解任する動きがあり，ミスア

リとは一線を画してフィリピン政府と協力のもとミンダナオの開発に積極的に取

り組むべきだと主張するグループが出現していた。パロウク・フシン副議長，ム

スリメン・セマ書記長らで構成される 人評議会である。この 人評議会はアロ

ヨ政権と協力関係を結び， 月にミスアリを議長から解任する決議を出した。そ

の後，自治地域拡大法の住民投票を支持し， 月に実施された自治地域知事選挙

では，フシン副議長が与党ラカスの候補として出馬し，当選を果たしている。一

方，アロヨ政権とMNLF 人評議会から絶縁状をつきつけられたミスアリは，自

治地域選挙実施に先立ってホロ島の政府施設を攻撃する行動を起こし，政府と対

決する姿勢を明確に示した。しかし，ミスアリは，その後逃亡先のマレーシアで

拘束され， 年になってフィリピン側にその身柄が引き渡されている。現在の

ところMNLF 内でのミスアリ支持派と 人評議会支持派の勢力バランスは明ら

かにはなっていないが，いまだにミスアリ前知事を支持するグループは少なくな

いと見られ，また 年の和平合意以降，国軍や国家警察に編入された MNLF

メンバーも多いため，アロヨ政権にとっては不安材料となっている。

前年を下回る成長率

政変とともに幕を開けた 年のフィリピンは，世界的な不況や 月 日のア

メリカ同時多発テロなど国際的な悪条件にも見舞われたが，実質 GDP 成長率で

目標の ％内に収まる ％を記録することができた。しかし，これは前

年の ％を下回る数字であり，経済が好転しているとは言い難い。実質GNP 成

長率の方は ％であり， 年度の ％に届かなかったばかりか目標の

％を下回る結果となっている。これは海外労働者からの送金など海外純要素

所得の伸びが予想ほどでなかったことを意味する。

産業別に見ると， 年に好調だったサービス部門が 年も全体を支える役

経 済
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割を果たしていることが目につく。サービス部門全体の成長率は ％を記録し

ている。また農業部門は ％で， 年の成長率 ％を上回っている。一方，

成長に大きくブレーキがかかったのが工業部門であり，世界経済の停滞の波を大

きく受けて 年の成長率 ％を大きく下回る ％の成長にとどまった。

各部門をより詳しく見ると，農業部門では，コメの ％の成長率が大きな寄

与を果たしていると考えてよい。好天や保証種子の配布が行き届いたことがその

要因と考えられている。また，漁業や家禽業の成長も農業部門全体の成長に貢献

している。停滞気味の工業部門の中でも，最も大きな減退を示したのは鉱業部門

で， ％とマイナス成長となっている。製造業は ％の成長率を維持したが，

年の ％と比べれば減速気味の傾向は否めない。一方， 年にマイナス

成長だった建設業は， ％とかろうじてプラス成長に転じた。サービス部門で

は，これまで顕著な成長を示してきた交通・通信・倉庫部門が堅実な伸びを見せ，

年の成長率 ％には及ばないものの， ％の成長を記録した。なかでも通

信に関しては ％の伸びを見せており，この部門での牽引車の役割を果たして

いる。また，流通も前年と同じ ％の成長率となっている。ただ，ここ数年停

滞気味の金融業，不動産業は， 年も継続して停滞傾向を見せた。金融業は前

年の ％をさらに下回る ％の成長，不動産業は前年の ％を割り込み，

％のマイナス成長となった。

一方，需要面から見ると，個人消費が前年の ％とほとんど変わらない ％

の成長率を維持していることや，資本形成が前年の ％の成長率に比べて大幅

に伸び， ％の成長率を示していることが，全体の伸びを支えている。それと

は対象的に政府消費が前年の ％を下回る ％にとどまっていることや，輸出

が前年の ％という大幅な成長から一転して ％のマイナス成長になった

ことが，全体の成長を押さえ込んでいる。政府消費の低下は財政赤字削減のため

の緊縮財政に起因していると見られるが，輸出の落ち込みは，もっぱら世界的な

不況によって引き起こされたものと理解される。輸出の内訳を見ていくと，これ

まで輸出を支えてきた半導体・電子部品の落ち込みが激しい。 年では ％

の伸びを見せていたのに対して， 年には ％とマイナス成長となってい

る。同様に，電気機器についても 年の ％成長に対し， 年には

％と大幅な落ち込みを見せている。輸出で好調なのは，ココナッツ油で，前

年比 ％の成長だった。

また外国からの投資に関しては，直接投資を認可ベースで見ると， 年第
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四半期で，前年同期

と比べて ％の伸

びを見せたものの，

その後失速し，第

四半期では ％，

第 四半期では

％と落ち込んで

いる。なお，第 四

半期に顕著な傾向と

して，情報通信技術

関連事業への投資が

多くを占めているこ

とが指摘されている。
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一方，証券投資を見てみると，中央銀行の統計では 月から 月で前年同期比

％の減少となっている。いずれにしても外国からの投資は厳しい状況にある

といえよう。

インフレ率は， 年の ％を上回る ％を記録し，失業率は 年 月時

点で ％となり前年同期の ％をわずかに下回っている。貧困問題は依然と

して改善の方向には向かっておらず， 年の調査で ％の世帯が貧困ライン

以下の生活を余儀なくされていたのに対し， 年の調査結果では， ％に増

加している。

財政赤字

年に行われていた 年度予算の審議は，大統領弾劾裁判が行われたこと

によって停止を余儀なくされ， 年に入っても政変とその後の混乱の中で審議

を行うことができず，結局 年予算は制定されずに終わった。その結果，

年度予算をそのまま 年度予算とし， 月の中間選挙の実施費用など特に

年度に必要となった経費に関して補正予算を編成するという形で， 年度の政

府財政は運営されていった。

フィリピンにおいて近年大きな問題となっているのは財政赤字の拡大である

（図 ）。ラモス政権下で一旦黒字に転じた政府財政は， 年から再び赤字を記

録するようになり，その額も拡大傾向を見せていた。 年に 億 余りの財

（億ペソ）
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図 フィリピン中央政府財政の推移

（出所） National Statistical Coordination Board,
および

January ， ．



政赤字を出したエストラーダ政権は， 年については当初，赤字額を 億

以内に押さえるとの目標を立てていた。しかし， 月に入って当初の目標ほど経

済成長の伸びが見込めず，目標税収額を達成できないとの判断から，赤字目標額

を 億 に修正せざるを得なくなった。その後政権が交代し，アロヨ政権は赤

字目標額をさらに 億 に修正し直したものの，最終的には 億 となり目

標内におさめることはできなかった。これは GNP の ％に相当し，前年の

％とほぼ変わらないレベルにある。財政のうち歳入は 億 となっていて

概ね目標額に近い。これまで財政赤字の原因として指摘されていた税収不足に関

しては，内国歳入においても，関税においても，目標額を超える収入実績を達成

している（内国歳入が 億 ，関税が 億 の収入）。ただ，このように税収面で

目標が達成されたにもかかわらず，歳入全体がそれほど大きな伸びを見せられな

かったのは，当初期待されていたほど政府資産の売却が進まなかったことにある

と考えられている。一方，歳出については， 億 で，目標額を 億 超える

ものとなっており，歳出の増加が赤字目標額を達成できなかったもう一つの原因

だったと見て良いだろう。ただ，歳出増加を促したものとしては，エストラーダ

前政権が政権末期に貧困層に分配するために購入した土地の代金支払いなどが含

まれており，前政権が残した つけ に苦しめられた面もある。歳出増加はアロ

ヨ政権だけの責任とは言えないだろう。

年の予算については，当初，政変の影響もあって策定が遅れたが， 月に

億 の予算案が議会に提出された。下院ではほぼそのまま通過し，上院では

削減されたが，結局，上下両院の協議会で削減分は復活されることになり，総額

は行政府提出と変わらぬ 億 の予算が 月に可決された。歳入の見込みは

億 とされており，そのうち ％の 億 は税収でまかなわれるとみら

れている。財政赤字については， 年の目標額 億 よりは小さいものの，

年の赤字額 億 とそれほど変わらない 億 以内という目標が立てら

れている。アロヨ大統領は，議会での審議ののち， 項目に拒否権を発動しなが

らも， 年 月に法律に署名し，予算を成立させている。

なお，予算をめぐりフィリピンで常に問題とされるポークバレル，つまり，上

下両院の各議員がそれぞれの裁量で事業を決め，実施することができる予算枠

（優先開発支援資金その他）については，総額 億 が計上され，下院議員にはそ

れぞれ 万 ずつ，上院議員にはそれぞれ 億 ずつが割り当てられることに

なった。行政府提出の予算案で当初公共事業道路省に割り当てられていた資金か
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ら，議会での審議過程で 億 がポークバレルの費目に移転されている。

ココナッツ賦課金問題

アキノ政権成立以後， 年以上も懸案事項であったココナッツ賦課金の性格に

ついて，最高裁は 月に重要な判決を下した。ココナッツ賦課金はマルコス政権

下でココナッツ産業を発展させるための資金として，ココナッツ生産者に対して

課せられたもので，この賦課金によって作られた資金はユナイテッド・ココナッ

ツ・プランターズ銀行やサンミゲール社の株購入に使われた。その際，マルコス

の取り巻きとして代表的な存在であったエドアルド・コファンコが，このココナ

ッツ賦課金による株取得を背景としてサンミゲール社の会長に納まった。マルコ

ス政権崩壊後，アキノ政権は即座にココナッツ賦課金によって購入された株を接

収し，その所有権を確定するための訴訟を提起した。しかし，このココナッツ賦

課金問題を管轄するサンディガンバヤン（公務員特別裁判所）は，エストラーダ政

権発足と前後して，ココナッツ賦課金の性格を確定するまでの間，コファンコに

サンミゲール社の役員会での投票権を認めた。こうしてアキノ政権下で会長職を

追い出されたコファンコは，再びサンミゲール社会長として返り咲くことになっ

たのである。最高裁は，こうしたいわくつきのココナッツ賦課金の性格について，

月 日，公的資金であることが自明であるとの判断を下した。判断の対象とな

ったケースはユナイテッド・ココナッツ・プランターズ銀行に関するものだった

が，同じココナッツ賦課金が関係しているサンミゲール社のケースについても同

様の理解となり，これによってこれまで認められていたコファンコの暫定的な投

票権を今後政府が保持する見込みが強まった。

この最高裁の判断が明らかにされた同じ日に，日本のキリンビール社がサンミ

ゲール社への資本参加を決定し，株式の ％を取得した。それがココナッツ賦課

金に関する大きな展開と同時であったため注目を集めた。当初，大統領行政規律

委員会などは，キリンビール社の参入によって政府の影響力が低下しコファンコ

の影響力保持につながるとの見方をしているとされていたが，アロヨ大統領はキ

リンビール社の投資を歓迎する意向を示し，また，コファンコが会長職にとどま

ることについても合意した。これによってコファンコは当面アロヨ政権下でも継

続してサンミゲール社に影響力を大きく保持していくことになった。

アロヨ大統領，政権安定化に向け苦闘



近隣諸国と大国への配慮

年のアロヨ政権の外交は，二つの柱によって構成されていると見られる。

それは近隣の東南アジア諸国との関係とアジアに影響力を持つ大国との関係の二

つである。

アロヨ大統領は，大統領就任後初めての海外公式訪問となったマレーシア訪問

に続いて，ブルネイ，シンガポール，インドネシア訪問を果たし，東南アジア諸

国連合メンバー国重視の姿勢を明確にした。特にこうした諸国との関係が重要と

考えられる背景には，ミンダナオの開発を，距離的に近い各国，しかも，イス

ラーム教徒の多い国々との協力の中で進めることによって，イスラーム反政府運

動の沈静化を果たしたいとの思惑があると見られる。事実，こうした国々を訪問

するたびにミンダナオへの投資やミンダナオとの貿易拡大を呼びかけ，ブルネ

イ・マレーシア・インドネシア・フィリピン 東 ASEAN 成長地域（BMIP

EAGA）構想の再活性化を各国に要請している。

こうした近隣諸国に加え，アジア地域に大きな影響力を有する国々への配慮も

見られた。 月の日本訪問， 月の中国訪問， 月のアメリカ訪問はそうした観

点から行われたと見てよい。 月の訪日に際しては，アロヨ大統領自ら，この日

本，中国，アメリカの 国が東アジアの安全保障と経済発展に大きな役割を果た

すとの見解を明確に示している。日本に対しては，日本の政府開発援助削減が伝

えられる中，フィリピンに対する援助の維持を要請するとともに，一層の投資の

拡大を働きかけた。中国に対しても，貿易の拡大と投資の呼び込みを中心的な課

題としていた。アメリカに関しては，後に触れるように，アメリカの国際的な反

テロ行動への全面的協力を外交上のカードとして利用し，フィリピンに対する援

助を引き出すことに成功している。

アメリカ同時多発テロへの対応

年のフィリピン外交に最も大きな影響を与えたのが， 月 日のアメリカ

同時多発テロおよび 月からの米軍によるアフガニスタン攻撃に始まる国際的な

反テロ行動であったことは，他の多くの国と同様である。

月のテロはアロヨ大統領の訪日前日に発生したが，アロヨ大統領は即座にブ

ッシュ米大統領に対して犠牲者を悼む書簡を送るとともに，テロ撲滅に関するア

対 外 関 係
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メリカのあらゆる行動を全面的に支持するとの姿勢を示した。テロを批判する点

においては，政府のみならず，MNLF，MILF などのイスラーム勢力も同様の立

場を取っている。ただ，テロをめぐるフィリピン政府の具体的対応は，当初，一

貫性を欠いたものだったことは否めない。アメリカ同時多発テロ発生直後に，フ

ィリピン政府は国内にアル・カーイダ・グループと関連のあるテロリストが潜伏

した形跡があるとの見解を示し，反テロ行動を自国の問題に引き寄せようとした。

しかし，そのことはフィリピンが危険であるとの印象を国際的に与えることにな

り，観光客の激減など負の効果も生んでしまった。その後，さまざまな影響を考

慮しつつ，政府は公式発表に慎重となり，国際的なテロ撲滅行動への参加と自国

のイメージ向上のバランスをとるのに苦心しているようだ。

アロヨ大統領は 月に 項目にわたる反テロ行動の政策の柱を発表した。比較

的抽象的，包括的な内容であったが，同時に六つの具体的な行動も明らかにした。

すなわち， アメリカ主導の国際的な反テロ連合に参加すること， テロに関す

る情報収集についてアメリカと協力していくこと， 元米軍基地へのアクセスを

含め，フィリピン領空や国内の施設を反テロ行動の利用に供すること， 食糧，

薬，医療関係者などの提供， 議会の了承のもとに戦闘部隊の派遣， テロリス

ト集団に関係する資金の流れの遮断，などである。しかし，テロ批判という点で

一致していた世論も，こうした政府の具体的な対応策に対し必ずしも全面的な支

持を与えるという方向には進まなかった。特にフィリピン国軍をテロ掃討作戦に

派兵する，つまりアフガニスタンの攻撃に参加させることについて，フィリピン

国軍のもつ能力を超える要求であるとの意見が出され，与党内部からも国内に反

政府勢力を抱える現状では，軍事的には国内問題に専念すべきだとの主張が出る

ようになった。また，国内でのテロリスト取締に関連して，イスラーム教徒に対

する人権侵害も報告されるようになり，政府の過剰な対応に問題があるとの意見

も出されている。さらに，アメリカのアフガニスタン攻撃に関しては，フィリピ

ン政府が全面的支持の姿勢を示しているのとは対照的に，メディアや各宗教団体

などからは人道上問題が多いとの見解を示されている。

結局，アロヨ政権はアフガニスタンに軍や医療チームを派遣することなく，ア

フガン攻撃が終了することになった。しかし，アロヨ政権は別の手法でアメリカ

の行動への支援を示すことには成功した。例えば，テロリストの資金の流れに関

してはマネーロンダリング取締法を制定することに成功し，反テロ行動に関する

外国航空機の領空通過や基地使用も認めた。また， 月に上海で行われたアジア
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太平洋経済協力会議（APEC）や 月にブルネイで行われた東南アジア諸国連合

（ASEAN）首脳会議などでは，積極的にアメリカ支持の立場に立って，反テロ行動

の推進を各国に積極的に働きかけた。特にマレーシアやインドネシアなどイス

ラーム教徒が国民の多数を占める国々に対しては，アメリカの立場を代弁した格

好となった。東南アジア諸国においては，各国をまたぐ形で活動していると言わ

れるイスラーム過激派グループ，ジェマ・イスラミアの存在が懸念の的となって

おり，フィリピン政府は各国と協力してこうした組織の取締に積極的に取り組む

姿勢を見せた。

これと平行して，アブサヤフ問題に対するアメリカ軍の介入も進められること

になった。 月にアメリカの軍事顧問団 人がミンダナオの都市サンボアンガに

入って，フィリピン国軍のアブサヤフ掃討作戦に対し武器の供与やフィリピン国

軍兵士の訓練などが行われた。さらに， 年の 月に入ってからは， 人以

上のアメリカ軍兵士が参加するフィリピン国軍とアメリカ軍の合同演習 バリカ

タン が，サンボアンガおよびバシランで実施されることになり，フィリピ

ン国内において国際的な反テロ行動が展開されるに至った。

フィリピン政府は，これまでアブサヤフを新人民軍やMNLF，MILF とは区別

し，単なる犯罪集団と見なしてきた。しかし，アメリカの同時多発テロ発生以後，

アメリカ政府はアブサヤフがアル・カーイダと関係のあるテロ組織であると断定

し，フィリピン政府もそれに追従するかたちで，国際的な反テロ行動のターゲッ

トの一つにアブサヤフを位置づけるようになった。アブサヤフとアル・カーイダ

の関係については，アル・カーイダの指導者ウサーマ・ビン・ラーディンの親族

モハマッド・ジャマル・カリファがイスラーム慈善団体を通じて資金援助をおこ

なってきたとされ，それが両者の関係の証拠とされたが，実際の関係については

必ずしも定かではない。しかしながら，アブサヤフを国際的なテロネットワーク

の中に加え掃討作戦の対象とすることは，アメリカ政府にとってもフィリピン政

府にとってもいくつかの利益をもたらすと見てよい。アフガニスタン後の反テロ

行動の対象を探していたアメリカ政府にとっては，現地政府の協力のもと作戦が

展開できること，アメリカ人が人質として監禁されていることでアメリカの国益

保護として位置づけやすいこと，国内にアブサヤフは政治的な支持基盤を持たず

犯罪集団として認識されていること，さらに，アブサヤフが行動している地域が

バシラン島内であり地域的に限定されていること，などが好都合な条件を作り出

している。一方，フィリピンにとっては，アブサヤフがフィリピンの治安悪化の
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象徴となっており，アメリカの力を借りてそれを壊滅することで治安イメージの

向上，そして投資の増加が見込めるという利点と，もう一方で，アメリカの行動

に協力することでアメリカから援助を引き出すことができ，軍の近代化のみなら

ず，ミンダナオの社会経済的開発事業の実施が可能となるという利点があると思

われる。実際， 月のアメリカ訪問の際，アロヨ大統領はブッシュ米大統領と会

談し， 億 余りの支援を獲得することに成功している。

年の課題

政権発足後の 年をアロヨ政権は，政権安定化のために苦闘してきたが，この

間，国際的な環境の悪化もあり，貧困対策や経済の底上げといった点で目立った

得点があったとは言い難い。しかし， 年目は政権のパフォーマンスに評価を与

えるには早すぎるとの見方に助けられている。その意味で， 年目からはより厳

しい評価にさらされていくことになることは明らかである。 年には，アロヨ

政権はより高い実績を挙げることが求められていくだろう。

フィリピンでは経済開発が最大の課題であることは一貫して変わらない。現時

点では，経済開発を進めるために治安の回復が重要なカギの一つとなっている。

頻発する誘拐事件の取り締まり，アブサヤフ問題の解決，反政府勢力との和平実

現が具体的な目標となろう。また，その他にも，貧困問題対策，財政赤字解消な

ど，前政権から受け継がれた課題は山積したままであり，さらに，アメリカ軍が

南部フィリピンで展開するなど，アロヨ政権は気を緩めることができない。

年は中間選挙の年であったが，次の選挙は 年の大統領選挙である。

年は選挙対策で身動きが取りづらくなることを考えると， 年が大きな改

革を進める上で残されたチャンスだと言っていいだろう。このチャンスを生かせ

るかどうか， 年がアロヨ政権への評価を確定する年となることは間違いない。

（地域研究第 部）

年の課題
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ロ・イスラーム解放戦線（MILF）との和平交

渉再開を政府担当者に命令。

日 リチャード・ゴードン元オロンガポ

市長が観光長官に，ビクター・コープス大佐

が軍情報部長にそれぞれ任命される。

日 フェリシアノ・ベルモンテ，下院議

長に選出される。

シメオン・ダトゥマノン公共事業道路長

官，パンタレオン・ディアス・アルバレス運

輸通信長官，レイナルド・ウィココ国家捜査

局長，ベンハミン・アバロス・マニラ首都圏

開発庁長官，リサンドロ・アバディア国家安

全保障担当大統領顧問などの任命を公表。オ

ルランド・メルカド国防長官はアバディア元

参謀総長の大統領顧問への任命に抗議して辞

任。アバディア大統領顧問は 日に辞任。

日 セルヒオ・アポストルが下院与党院

内総務に。また，カルロス・パディリャ，ラ

ウル・ゴンザレス，ヌル・ジャファアルが下

院副議長に就任。アントニオ・セリレス環境

天然資源長官は辞任を表明。

日 マヌエル・ロハス 世元商工長官，

再び商工長官に就任。一方，エストラーダ前

大統領が任命した大使 人中 人が解任。

政府， 年度の財政赤字目標を 億

に修正。

日 エストラーダ前大統領の設置した経

済調整評議会の廃止決定。国家経済開発庁が

再び経済政策策定の中心となる。

日 エストラーダ前大統領，依然として

大統領職にあると宣言し，アロヨ大統領は代

行にすぎないと主張。

パトリシア・サントトーマス前公務員委

員会委員長が労働雇用長官に任命される。

月 日 ヘルナニ・ブラガンザ下院議員，

農地改革長官への任命が確定。 日にはレオ

月

重要日誌重要日誌 フィリピン 年フィリピン 年

月 日 エドガルド・アンガラ農業長官，

官房長官に横滑り。後任にはドミンゴ・パン

ガニバン次官が昇格。大統領秘書局長にマリ

ア・セリア・フェルナンデスが就任。

日 財務省，経済不振を理由に 年の

歳入目標額を 億 から 億 に引き下

げ。 日には開発予算調整評議会が 年の

財政赤字目標を 億 から 億 へ修正。

エドガルド・エスピリト前財務長官，エ

ストラーダ大統領が BW リソース社の株式

取引で利益を得ていたと弾劾裁判で証言。

日 エストラーダ大統領弾劾裁判で証拠

の取り扱いを巡り，下院議員の訴追担当者辞

任。上院議長も辞任の意向を表明。エドサ通

りで大統領辞任要求の市民集会開始。

日 アンヘロ・レイエス国軍参謀総長ら

国軍幹部がエストラーダ大統領への支持を撤

回。閣僚の大半も辞任。

日 エドサ通りからマラカニアン宮殿に

向けて大統領辞任要求の行進。エストラーダ

大統領はマラカニアン宮殿を離れ，アロヨ副

大統領はエドサ通りにおいて大統領就任宣誓

を行う。アルベルト・ロムロ元上院議員が財

務長官に，コラソン・ソリマン市民団体代表

が社会福祉開発長官にそれぞれ任命される。

日 パンフィロ・ラクソン国家警察長官

解任。後任にはレアンドロ・メンドーサ長官

代行が就任。

日 アロヨ大統領，主要閣僚を公表（レ

ナト・デビリャ官房長官，レナト・コロナ大

統領主席補佐官，ビクトリア・ガルチトレナ

大統領秘書室長，エミリア・ボンコディン予

算行政管理長官，ダンテ・カンラス国家経済

開発庁長官，ラウル・ロコ教育文化スポーツ

長官，ヘルナンド・ペレス司法長官など）。

アロヨ大統領，民族民主戦線およびモ

月



ナルド・モンテメイヤー下院議員が農業長官

に任命される。

日 アロヨ大統領，副大統領にテオフィ

スト・ギンゴナ上院議員を指名。議会の承認

を経て， 日に就任。外務長官兼任。

フィレモン・ラグマン・フィリピン労働

者連合代表（元フィリピン共産党マニラ・リ

サール地域委員会代表），フィリピン大学構

内で暗殺される。

日 アロヨ大統領，上院議員選挙に向け

て与党連合 ピープル・パワー連合 の候補

人を認定。エストラーダ派野党連合 大衆

の力 は翌日に 人の上院議員候補を公表。

日 アルフレッド・ベニパヨ最高裁事務

局長が選挙管理委員会委員長に任命される。

日 エストラーダ前大統領が社会保険シ

ステムおよび政府保険システムの資金を個人

的な株式取引に利用したとの疑惑浮上。

日 カリーナ・ダビッド・フィリピン大

学教授が公務員委員会委員長に任命される。

月 日 海軍司令官ギジェルモ・ウォン少

将退任。海兵隊との軋轢が原因とされる。後

任にはビクトリノ・ヒンコ少将。

投資銀行役員のホセ・イシドロ・カマチ

ョがエネルギー長官に任命される。

日 エストラーダが大統領の職にないこ

とを最高裁が確認。 月 日に最高裁は再審

請求を却下し，辞任が確定。

日 ディオメディオ・ビリャヌエバ陸軍

司令官が国軍参謀総長に任命される。

日 エルネスト・レウン・フィリピン預

金保険公社総裁がフィリピン開発銀行総裁に

任命される。

日 アンヘロ・レイエス前国軍参謀総長

が国防長官に任命される。ハイメ・デロスサ

ントス中将が陸軍司令官に就任。

日 アロヨ大統領，犯罪取締タスクフ

月

ォースを設置し，エストラーダ政権の設置し

た大統領組織犯罪取締タスクフォースを解体。

ヘヘルソン・アルバレス下院議員が環境

天然資源長官に任命される。

月 日 オンブズマン，エストラーダ前大

統領を横領罪等でサンディガンバヤンに起訴。

中国政府とフィリピン外務省，南シナ海

をめぐる対立緩和のためマニラで協議。

日 ルイス・ハランドーニ議長を含む民

族民主戦線幹部，ヘーグから一時帰国。

日 ジャーナリストのリゴベルト・ティ

グラオが大統領スポークスマンに任命される。

汚職と偽証容疑に関してエストラーダ前

大統領に逮捕令状が出されるが，保釈金を支

払い，拘留を免れる。

日 モロ民族解放戦線（MNLF）中央委員

会，ヌル・ミスアリ議長の解任を決議。パロ

ウク・フシン副議長を含む 人の幹部で構成

される評議会が指導すると宣言。

日 エストラーダ前大統領，逮捕。国家

警察司令部のあるクラメ基地に拘留。エスト

ラーダ支持派の集会がエドサ通りで開始。

日 アロヨ政権と民族民主戦線の和平交

渉がオスロで開始。

月 日 エストラーダ支持派，エストラー

ダ前大統領逮捕に抗議して，エドサ通りから

マラカニアン宮殿に行進。アロヨ大統領は反

乱事態を宣言。事態の沈静化とともに 日に

反乱事態を解除。

日 中間選挙投票日。上院半数，下院，

地方政府の選挙が一斉に行われる。

ブルネイでフィリピン人労働者 人が

待遇改善要求のストライキ。

日 アロヨ大統領，マニラ首都圏および

ミンダナオ地域における貧困対策に関して

万 の支出を承認。小口融資，土地所有

権取得支援などの事業。

月

月

年 重要日誌



日 ダバオ市近郊の高級リゾート地，

人程の武装集団に襲撃される。

日 アブサヤフ，パラワン島のリゾート

を襲撃。アメリカ人 人を含む 人を拉致。

月に人質のアメリカ人 人を殺害。

日 ノルベルト・ナザレノ，フィリピン

国立銀行総裁に就任。

日 財務省，民営化による 億 の売

却収入を予測。

月 日 ロムロ財務長官が官房長官に任命

される。後任には，カマチョ・エネルギー長

官が横滑り。エネルギー長官にはビンス・ペ

レス商工業次官が任命される。

アロヨ大統領，電力改革法（RA ）お

よび 年補正予算（RA ）に署名。

日 アブサヤフ，バシラン島でキリスト

教会を襲撃し 人を拉致。

日 ロドルフォ・アギナルド元カガヤン

州知事，新人民軍によって暗殺される。政府

と民族民主戦線の和平交渉が無期限停止に。

日 政府，GDP および GNP の成長率目

標をそれぞれ ％から ％へ，

％から ％へ下方修正。

日 政府とMILF，トリポリで暫定的な

休戦協定調印。

日 アロヨ大統領，貧困問題対策の 項

目を公表。

日 エストラーダ前大統領，サンディガ

ンバヤンで罪状認否。偽証罪，横領罪などに

関する一連の刑事裁判の開始。

月 日 故フェルディナンド・マルコス元

大統領の次女アイリーン， 月に資産をスイ

スからドイツに移転しようとして失敗してい

たことが明るみに。

日 フィリピンと台湾，貿易交渉を中心

とした第 回経済会議をマニラで開催。

日 ハイディー・ヨラク元選挙管理委員

月

月

会委員が大統領行政規律委員長に任命される。

日 アロヨ大統領の夫ホセ・ミゲール・

アロヨ弁護士が通信関連法への大統領の拒否

権行使をめぐり通信関連企業から賄賂を受け

取ったとの疑惑が持ち上がる。 月 日から

上院ブルーリボン委員会で調査開始。

日 フランクリン・ドリロン，上院議長

に選出。下院議長にはホセ・デベネシア。

アロヨ大統領，議会で施政演説を行う。

選挙管理委員会，上院議員選挙の当選順

位について最終報告。

日 大統領府， 億 の 年度予算

案を確定。 月 日に議会提出。

政府と MILF の和平交渉，クアラルン

プールで開始。

日 ヌル・ミスアリ・ムスリム・ミンダ

ナオ自治地域（ARMM）知事， ARMM拡大の

ための住民投票実施に反対を表明。

日 ビタリアーノ・ナニャガス総裁の辞

任を求めて社会保険システム職員がスト。

月 日ナニャガス総裁辞任。後任にコラソ

ン・デラパス元経営コンサルタント会社会長。

月 日 アブサヤフ，バシラン島の村を襲

撃， 人を人質にし， 人を殺害。

日 パンフィロ・ラクソン上院議員とエ

ストラーダ前大統領が違法行為によって得た

資金をアメリカ国内に保持と，コープス軍情

報部長が発表。 月に上院による調査開始。

日 アロヨ大統領，マレーシア訪問（

日）。政府と MILF，休戦協定ガイドライ

ンにクアラルンプールで合意。

日 ARMM拡大の住民投票実施。従来

の 州に加え，バシラン州とマラウィ市が参加。

日 左翼政党バヤン・ムナの下院政党名

簿制での当選を最高裁が確定。 議席を確保。

日 メガワティ・インドネシア大統領，

来訪（ 日）。

月

フィリピン



日 アロヨ大統領，ブルネイ（ 日）お

よびシンガポール訪問（ 日）。

日 政府，シンガポール政府との間で新

しい航空協定締結。

月 日 政府， ASEAN共通特恵関税制度

（CEPT）に沿って 品目について関税引き

下げを決定。

日 政府， ASEAN 産業協力スキーム

（AICO）の下での三つの事業を承認。

日 アロヨ大統領，アメリカでの同時多

発テロに関しジョージ・ブッシュ米大統領に

哀悼の意を表し，協力を約束する書簡を送る。

アロヨ大統領，日本訪問（ 日）。

日 大統領府，アブサヤフとアル・カー

イダの関係は 年に途切れたとの見解を示

す。

日 カロオカン市で警察によるイスラム

教徒拘留に対しイスラーム教徒グループが抗

議行動。

日 アメリカ政府が発表したテロリスト

組織のリストにアブサヤフが含まれる。

日 アロヨ大統領，反テロ行動に関する

項目の方針を発表。

日 マネー・ロンダリング取締法

（RA ）にアロヨ大統領署名。

月 日 アメリカ軍のアフガニスタン攻撃

に対しマラウィ市でイスラーム教徒による抗

議行動。

日 アロヨ大統領，従来の死刑反対の立

場を変更。誘拐事件対策として死刑容認に。

日 マランパヤ天然ガス・プロジェクト

の開所式。

イメルダ・マルコス元大統領夫人，汚職

容疑で逮捕命令が出るが保釈される。

日 人で構成されるアメリカの軍事顧

問団，マニラ到着。アブサヤフ掃討作戦のア

ドバイザーとしてサンボアンガへ。

月

月

日 アロヨ大統領， APEC 首脳会議出

席のため上海へ（ 日）。

日 アントニオ・カルピオ元大統領首席

法律顧問が最高裁判事に任命される。

日 アロヨ大統領，中国訪問（香港，北

京， 日）

日 サンディガンバヤン，エストラーダ

前大統領に関する裁判において，偽証罪に関

する訴追を棄却。

月 日 アロヨ大統領， ASEAN首脳会議

出席のためブルネイ訪問（ 日）。

日 アロヨ大統領，インドネシア訪問

（ 日）。

日 アロヨ大統領，国連総会出席等でア

メリカおよびメキシコ訪問（ 日）。

日 エストラーダ前大統領の裁判に関連

して，巨額横領罪法は合憲との最高裁判決。

MNLF 内のミスアリ支持派，ホロ島の

国軍施設攻撃。双方合わせて 人近くが死亡。

ミスアリ支持派はその後サンボアンガ市内の

政府施設を 月 日まで占拠。ミスアリ知事

は 日にマレーシアで逮捕。

日 下院， 年度予算を可決。上院は

月 日に可決。 月 日に上下両院会議で

承認され，上下両院で最終的に可決。

日 ARMM知事・議会選挙が行われる。

知事にパロウク・フシン MNLF 副議長当選。

月 日 政府の呼びかけで諸セクターの参

加する国家社会経済サミット開催。

日 サンミゲール社の株 ％（ 億 ）

をキリンビールが取得。同日，最高裁，ココ

ナッツ賦課金は公的性格のものと判決。これ

を受けて大統領行政規律委員会はユナイテッ

ド・ココナッツ・プランターズ銀行およびサ

ンミゲール社の取締役会再編に着手。

月

月

年 重要日誌



参考資料参考資料 フィリピン 年フィリピン 年

国家機構図（ 年 月 日現在）

大統領 Glor ia Macapagal Arroyo

副大統領 Teofisto T. Guingona, Jr .

大統領府

官房長官 Alber to Romulo

大統領首席補佐官 Renato Corona

大統領スポークスマン Rigober to Tiglao

大統領秘書室長 Victor ia Garchitorena

大統領安全保障顧問 Roilo Golez

政府主要人名簿（ 年 月末）

〔立法〕� 〔行政〕� 〔司法〕�

大統領府�

憲法規定委員会�

上院�
下院�

大　統　領�
�

副大統領�

国家安全保障会議�
大統領秘書局�
事務局（官房長官）�
大統領特別顧問・補佐官�

報道長官事務局�

その他の行政機関�
大統領行政規律委員会など�

最高裁判所�

控訴裁判所�
税控訴裁判所�

サンディガンバヤン�

地域裁判所�
シャリア地区裁判所�

都市圏裁判所�
ミュニシパル裁判所�

ミュニシパル巡回裁判所�
シャリア巡回裁判所�

公務員委員会�
選挙委員会�

会計検査委員会�

人権委員会�

オンブズマン�

国家経済開発庁�

運輸通信省�

公共事業道路省�

エネルギー省�

社会福祉開発省�

保健省�

労働雇用省�

教育省�

科学技術省�投資委員会�

農地改革省�

農業省�

環境天然資源省�

観光省�

商工省�

司法省�
出入国管理局�
国家捜査局�
検察局�内国歳入局�

関税局�
証券取引委員会�

外務省�

財務省�

予算行政管理省�

内務自治省�

国防省�

フィリピン国家警察�

フィリピン国軍�

（注） 各省には主要のみ記す。



大統領和平政策顧問 Eduardo Ermita

大統領法律顧問 Avelino J. Cruz

大統領立法問題顧問 Bernardino R. Abes

大統領住宅問題顧問 Mike Defensor

大統領政治問題顧問 Joey Rufino

大統領行政規律委員会委員長 Haydee Yorac

報道長官 Noel Claudio Cabrera

マニラ首都圏開発庁議長 Benjamin Abalos

各省長官

外務長官（副大統領兼任）

Teofisto T. Guingona, Jr .

財務長官 Jose Isidro N. Camacho

予算行政管理長官 Emilia T. Boncodin

内務自治長官 Jose D. Lina, Jr .

国防長官 Angelo Reyes

司法長官 Hernando Perez

農地改革長官 Hernani Agsalud Braganza

農業長官 Leonardo Q. Montemayor

環境天然資源長官 Heherson T. Alvarez

観光長官 Richard Juico Gordon

商工長官 Manuel A. Roxas

運輸通信長官 Pantaleon Diaz Alvarez

公共事業道路長官 Simeon A. Datumanong

エネルギー長官 Vincent S. Perez

社会福祉開発長官

Corazon Juliano N. Soliman

保健長官 Manuel M. Dayr it

労働雇用長官 Patr icia Sto. Tomas

教育長官 Raul S. Roco

科学技術長官 Estrella Fagela Alabastro

国家経済開発庁長官 Dante B. Canlas

その他主要政府機関ポスト

国軍参謀総長 Diomedio Villanueva

国家警察長官 Leandro Mendoza

国家捜査局長 Reynaldo Wycoco

中央銀行総裁 Rafael B. Buenaventura

オンブズマン Aniano A. Desier to

人権委員会委員長

Aurora P. Navar rete Recina

証券取引委員会委員長 Lilia R. Bautista

検事総長 Simeon Marcelo

スービック湾都市圏公団総裁

Felicito Payumo

憲法規定委員会

公務員委員会委員長 Karina C. David

選挙委員会委員長 Alfredo Benipayo

会計検査委員会委員長

Guillermo N. Carague

議 会

上院議長 Franklin M. Dr ilon

副議長 Manuel B. Villar , Jr .

与党院内総務 Loren Legarda Leviste

野党院内総務 Aquillino Q. Pimentel, Jr .

下院議長 Jose de Venecia Jr .

副議長（ 人） Emilio R. Espinosa, Jr .

Raul M. Gonzales

Gerry A. Salapuddin

与党院内総務 Neptali M. Gonzales

野党院内総務 Carlos M. Padilla

司 法

最高裁判所長官 Hilar io G. Davide Jr

サンディガンバヤン長官

Francis E. Garchitorena

年 参考資料



順位 名前 政党 得票
Noli L. de Castro
Juan M. Flavier
Sergio R. Osmena,
Franklin M. Dr ilon
Joker P. Arroyo
Ramon B. Magsaysay, Jr .
Manuel B. Villar , Jr .
Francis N. Pangilinan
Edgardo J. Angara
Panfilo M. Lacson
Luisa P. Ejercito Estrada
Ralph G. Recto
Gregor io B. Honasan

Independent
Lakas NUCD UMDP
PDP Laban
Independent
Lakas NUCD UMDP
Independent
Independent
Liberal Par ty
LDP
LDP
Independent
Lakas NUCD UMDP
Independent

年 月選挙結果

上院議員選挙結果

（注） は与党連合候補。
（出所） Commission on Elections.

名前
Rober t Z. Berbers
Rodolfo G. Biazon
Renato L. Cayetano
Rober t S. Jawarski
Loren Legarda Leviste
Blas F. Ople
Teresa Aquino Oreta
John Henry R. Osmena
Aquilino Q. Pimentel, Jr .
Ramon B. Revilla
Vicente C. Sotto

非改選上院議員

（注） Teofisto T. Guingona, Jr . が副大統領に任
命されたため 年まで任期のある上院議
員の数が となる。 年 月の選挙で
番 目 に 当 選 し た Gregor io Honasan が
Guingona の残りの任期 年を引き継ぐ。

順位 政党名 下院議員数
Lakas
NPC
LDP
Liberal Par ty
Promdi
Reporma
UNA
Aksyon
Alayon
KAMPI
KBL
PDP
MAGDALO
無所属

下院議員選挙結果（政党別）

（注） 政党の相乗り議員はより規模の大きい方
の政党に参入。

（出所） House of Representatives.

フィリピン



主要統計主要統計 フィリピン 年フィリピン 年

基礎統計

人 口（ 万人）
労働力人口（ 万人）
消費者物価上昇率（％）
失 業 率（％）
為 替 レ ー ト（ ドル ペソ）

（注） 人口は 年国勢調査を基に推計値。失業率は 月時点のもの。
（出所） National Statistical Coordination Board（NSCB）, , NSCBホー

ムページ。

支出別国民総生産（名目価格） （単位 万ペソ）

消 費 支 出
政 府
民 間
総 資 本 形 成
固 定 資 本
在 庫 増 減
財・サービス輸出
財・サービス輸入
統 計 不 突 合
国内総生産（GDP）
GDP 成 長 率（％）
海 外 純 要 素 所 得
国民総生産（GNP）
（注） GDP 成長率は実質。
（出所） NSCB, , NSCB ホームページ， Philippine Institute for De

velopment Studies ホームページ。

産業別国内総生産（実質 年価格） （単位 万ペソ）

農業・漁業・林業
鉱 業 ・ 採 石
製 造 業
建 設 業
電気・ガス・水道
運輸・通信・倉庫
商 業
金 融 ・ 不 動 産
そ の 他 サ ー ビ ス
行 政 サ ー ビ ス
国内総生産（GDP）
（出所） 表 に同じ。



フィリピン

国際収支

経 常 収 支
貿易 サービス収支
貿 易 収 支
輸 出
輸 入
サービス収支
移 転 収 支
資 本 収 支
中長期資本収支
流 入
流 出

流通市場における債権取引
投 資 収 支
流 入
流 出
短 期 資 本 収 支
商業銀行対外資産変動
そ の 他
誤 差 脱 漏
総 合 収 支

（注） 年分から分類変更。
年については 月

月。
（出所） 表 に同じ。

経 常 収 支
貿易 サービス収支
貿 易 収 支
輸 出
輸 入
サービス収支
所 得 収 支
移 転 収 支
資本・金融収支
資 本 収 支
金 融 収 支
直 接 投 資
証 券 投 資
そ の 他 投 資
調 整 項 目
総 合 収 支



年 主要統計

国・地域別貿易
（単位 万ドル，かっこ内は％）

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
ア メ リ カ
日 本
中 国
韓 国
香 港
台 湾
オーストラリア
A S E A N
インドネシア
マレーシア
シンガポール
タ イ

ヨ ー ロ ッ パ
そ の 他

（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）

（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）

（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）

（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）

（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）

（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）
（ ）

合 計 （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）
（出所） NSCB, ．
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